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国立大学法人東京医科歯科大学 事業報告書 
 
 
Ⅰ 法人の長によるメッセージ 

2024 年元日、能登半島地震が発生し、多くの方々が被災されました。

被災されたすべての方々に、心からのお見舞いを申し上げます。東京

医科歯科大学からは、医師や看護師、救急救命士など多職種で構成さ

れた職員合計 27 名が被災地で支援活動を行いました。彼ら彼女たち

は、インフラが復旧しない過酷な環境の中で、医療支援を行い、被災

者のために献身的な活動を行いました。また、本学に残った職員も被

災地に向かった職員の分まで業務を補うことで、間接的な支援を行

い、「世のため人のために」最大限の医療を提供することができまし

た。 
このような災害派遣のみならず、コロナ対応はもちろん、通常の先端

医療を含め社会から課せられた使命、すなわち今日の医療という点においては、本学病院も世界最

高水準に達していると言っても過言ではありません。 
しかし、本学は先端的な医療機関であるのみならず、教育機関であり、研究機関でもあります。

その成果を社会に還元しなければなりません。これまで本学は医療系唯一の指定国立大学法人とし

て、明日の医療を担う人材を育て、明日の医療を生み出す研究を実践すること、そして、明日の医

療の姿を社会に示すことを目指してきました。折しも東京工業大学も理工系唯一の指定国立大学と

して世界最高水準への進化を模索していました。志を同じくする両大学が統合することで、それぞ

れの大学の守備範囲が広がり、より幅広い人材の育成、深い研究を実現できると考えています。こ

れが 2024 年 10 月に発足する「東京科学大学（Science Tokyo）」なのです。 
新大学の理念は『「科学の進歩」と「人々の幸せ」とを探求し、社会とともに新たな価値を創造

する』です。 
Science Tokyo では、自由でフラットな学風の下、多様な社会課題に立ち向かうために、理工学、

医歯学、さらには情報学、リベラルアーツ・人文社会科学などを収斂した「コンバージェンス・サ

イエンス」を展開します。 
自由でフラットな学風とは、お互いの自由を尊重し、自分の役割に自信と誇りを持ってチャレン

ジしていく文化です。その前提となる多様性、公平性、包摂性など心理的安全が保障されるガバナ

ンスに力を注ぐ方針です。 
共に「科学」を追究し、新たな価値創造を希求する人のみならず、広く「科学」に興味を持つ人

をも含めて、多様な人たちをこれまで以上に惹きつける大学になりたいと考えています。 
 
 
 
 

東京医科歯科大学 学長 
田中 雄二郎 
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Ⅱ 基本情報 
１ ． 国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等 
【第４期中期目標（法人の基本的な目標）】 

東京医科歯科大学は、「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」という基本理念の下に、

教育・研究・医療の充実と機能強化を図ってきた。令和 10 年に創立 100 周年を控える第 4 期中

期目標期間においては、本学は指定国立大学法人として臨床医学を基盤とする世界に冠たる医療

系総合大学への飛躍を目指し、以下の重点目標を掲げている。 
1) SDGs 及び Society 5.0 に象徴される現代社会の潮流を意識しつつ、医療系総合大学の特色と

強みを活かして得られた教育・研究・臨床の成果を広く社会に還元することを第一の目標とす

る。 
2) 先導的な医療を担うサイエンティフィック・クリニシャン（科学的な視点で診療を実践する

医療人）を育成する教育体系及び環境を整備するとともに、医学研究を先導し牽引するクリニ

シャン・サイエンティスト（臨床的な視点をもった研究者）の育成に挑戦する。 
3)「トランスレーショナル・リサーチ」に焦点を当て、学内の研究と臨床の連携を促進させる。

次世代医療に繋がる先進的かつ特色のある基礎・臨床研究を行い、世界屈指の「トータル・ヘ

ルスケア」研究の拠点確立を目指す。 
4) 新型コロナウイルス感染症への対応経験を活かし、パンデミック等の非常時の迅速かつ柔軟

な医療及び先端的な研究を基盤とした平時の最高水準の診療の両立を可能とする強靭な医療

体制を構築する。 
5) 四大学連合をはじめとした大学間連携及び産業界を含む官民連携を活かし、首都圏における

医学教育・研究・臨床のネットワークを拡充する。そこに集約される叡智の成果を広く国内外

に提供・発信するべく「トータル・ ヘルスケア」拠点の機能を強化する。 
6）構成員が互いに「多様性と包摂性」を重視し、各自が多様な能力を高めつつ「自律と協調」

を発揮することにより、構成員の総力を挙げて未来社会の創造に貢献する大学運営を行う。 
 
【第４期中期計画】 
第４期中期計画に掲げる項目及びその主な内容は次のとおり。 
https://www.tmd.ac.jp/files/topics/57312_ext_19_4.pdf 

 
 
２ ． 沿革 

明治 32（1899）年 4 月  東京医術開業試験附属病院 
昭和 3 （1928）年 10 月  東京高等歯科医学校 
昭和 19（1944）年 4 月  東京医学歯学専門学校 
昭和 21（1946）年 8 月  東京医科歯科大学（旧制） 
昭和 26（1951）年 4 月  東京医科歯科大学（新制） 
平成 11（1999）年 4 月  大学院医歯学総合研究科を設置 

https://www.tmd.ac.jp/files/topics/57312_ext_19_4.pdf
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平成 12（2000）年 4 月  大学院医学系研究科（保健衛生学専攻）を大学院保健衛生学研究科

に改組 
平成 13（2001）年 4 月  大学院医歯学総合研究科医歯科学専攻（修士課程）を設置 
平成 16（2004）年 4 月  国立大学法人東京医科歯科大学 
平成 22（2010）年 4 月  図書館情報メディア機構を設置 
平成 23（2011）年 4 月  研究・産学連携推進機構を設置（2014 年 10 月改組） 
平成 25（2013）年 4 月  学生支援・保健管理機構を設置 
平成 25（2013）年 10 月  リサーチ・ユニバーシティ推進機構を設置 
平成 26（2014）年 10 月  スポーツサイエンス機構を設置 
平成 28（2016）年 3 月  統合教育機構、統合国際機構を設置 
平成 29（2017）年 4 月  統合研究機構、統合診療機構、統合情報機構を設置 
平成 30（2018）年 4 月  統合大学改革推進機構を設置 
平成 30（2018）年 5 月  高等研究院を設置 
平成 30（2018）年 12 月  オープンイノベーション機構を設置 
令和 2 （2020）年 4 月  M&D データ科学センター、統合イノベーション推進機構を設置 

統合大学改革推進機構を統合改革機構に改組 
令和 3 （2021）年 10 月  医学部附属病院と歯学部附属病院を一体化し、東京医科歯科大学 
              病院を設置 
令和 4 （2022）年 10 月  国立大学法人東京工業大学との統合に向けた基本合意書を締結 
令和 5 （2023）年 3 月  オープンイノベーション機構と統合イノベーション推進機構を 

統合イノベーション機構に改組 
令和 6 （2024）年 10 月  国立大学法人東京医科歯科大学解散、国立大学法人東京工業大学 
              と統合し、国立大学法人東京科学大学（Science Tokyo）へ 

 
３ ．設立に係る根拠法 
 国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 
 
４ ．主務大臣（主務省所管局課） 
 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
 
５ ．組織図 
 別紙のとおり 
 
６ ．所在地 
・湯 島 地 区（本部所在地）  ：東京都文京区 
・駿河台地区     ：東京都千代田区 
・国府台地区     ：千葉県市川市 
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７ ．資本金の額 
 75,590,586,219 円（全額政府出資） 
 
８．学生の状況 

総学生数 2,905 人 
学士課程 1,476 人 
修士課程 310 人 
博士課程 1,119 人 

 
９ ．教職員の状況 

教員 1,526 人（うち常勤 818 人、非常勤 708 人） 
職員 3,557 人（うち常勤 2,219 人、非常勤 1,338 人） 

（常勤教職員の状況） 
常勤教職員は前年度比で 65 人（2％）増加しており、平均年齢は 38.32 歳（前年度 38.17 歳）

となっている。このうち、国からの出向者は 6 人、地方公共団体からの出向者 0 人、民間からの

出向者は 0 人である。 
                                                                                                  

（女性活躍推進法に関する状況） 
● 女性活躍推進法による一般事業主行動計画に、「女性教員の上位職（講師以上）登用を促進し女

性上位職比率を 23％以上にする」という目標を設けており、令和 6 年度実績は 23.5%（令和 6
年 5 月 1 日時点：対象＝常勤の専任教員）であった。女性上位職の育成・登用の促進を目的と

し、「グローバル女性リーダー双発・飛翔プロジェクト」を実施し、キャリアアップ教員の支

援、研究支援員配備、リーダーシップ向上支援等の取り組みを行っている。 
 
● 女性活躍推進法による一般事業主行動計画に、「男性の育児休業等・育児目的休暇取得率は 20％

以上にする」という目標を設けており、実績は 39.4％であった。男性職員の育児休業及び育児

を目的とした休暇の取得を促進させるため、学長が「男性職員の育児休業等取得推進宣言」を

表明し、育休等取得者へのお祝い支給、先進事例紹介等の取り組みを行っている。 
 
● 令和 2 年 9 月に学長名で「東京医科歯科大学ダイバーシティ＆インクルージョン推進宣言」を 
発出し、基本方針として、 

・ダイバーシティの意識改革と醸成 
・国際的視点を踏まえた男女共同参画社会に寄与する教育・研究活動の推進 
・仕事と生活の相乗効果（ワーク・ライフ・シナジー） 
・大学運営における意思決定への男女共同参画の促進 
・次世代育成の推進 

を掲げ、具体的な取組みとして、 
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① 女性上位職数の拡充加速化を目的とした「女性上位職登用制度」の実施 
② 教育、研究、診療と家庭生活（育児・介護）との両立の支援を目的とした「派遣型病児保育」、

「ファミリーサポート」の提供 
③ ダイバーシティ環境実現に向けた職員・学生の意識改革を目的とした「ダイバーシティ連続

セミナー」の開催 
を実施している。 
また、①に関連する取組みとして、令和 3 年度に女性上位職登用制度で登用され、令和 5 年度に

正式昇任審査を受けたキャリアアップ教員 8 名が全て正式昇任し、うち 7 名が 2 段階昇任した（助

教→准教授 5 名：講師→教授 2 名）。また、人事委員会主導による女性教授の採用や、テニュアト

ラック教員の採用における女性枠設置等の効果もあり、教授及び准教授の女性比率が、令和 5 年度

19.2％から令和 6 年度 20.1％（いずれも 5 月 1 日時点：対象＝常勤の専任教員及び特任教員）に

向上した。 
 
１０．ガバナンスの状況 
（１）ガバナンスの体制 
当法人では、ガバナンス強化に係る取組として、平成 27 年度に「統合教育機構」及び「統合国

際機構」を、平成 29 年度には「統合研究機構」、「統合診療機構」及び「統合情報機構」を、平成

30 年度には「統合大学改革推進機構」（令和 2 年度より統合改革機構へ改組）を、令和 2 年度には

「統合イノベーション推進機構」（令和 4 年度より統合イノベーション機構へ改組）を設置するこ

とで、全学的観点で大学の各業務を管理・支援することが可能となった。これにより、大学改革・

教育・研究・産学連携・診療の各分野を担当する統合改革機構、統合教育機構、統合研究機構、統

合イノベーション機構及び統合診療機構の 5 機構を縦軸とし、それらに跨がる横断的な組織であ

る統合国際機構及び統合情報機構を横軸として、担当理事を各機構長とするガバナンス体制を構築

しており、学長のリーダーシップに基づいた種々の取組を迅速かつ重点的に推進しているほか、各

統合機構で開催される戦略会議での審議を経て現場の意見として集約し、役員会での発議へとボト

ムアップ体制も整えている。 
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（２）法人の意思決定体制 
当法人では、国立大学法人法に基づき、教育研究に関する重要事項の審議の場として教育研究評

議会、経営に関する重要事項の審議の場として経営協議会を設置しており、これらでの審議・承認

を経て役員会に発議され、役員会での審議結果を踏まえて学長が法人の意思決定を行っている。 
学長が掲げる「自律と協調の組織への転換」を目的として学長・理事懇談会、役員懇談会の他、

役員会を週次で行うことによって情報共有と討議を十分に行い、迅速な意思決定を実現している。 
また、大学運営方針の決定及び浸透を目的として、学長と理事、執行役、副学長、事務局長、部

局長、病院長との個別面談及び定例会を週次または月次で開催することにより、大学の運営方針や

課題等について密に情報交換及び検討を行っている。 

 なお、経営協議会の学外委員は、いずれも企業や大学の経営において豊富な経験と高い見識を有

する委員に委嘱しており、経営協議会では客観的かつ高所からの審議等が行われている。さらに学

外から 2 名の非常勤理事を任命し、グローバルな知見や企業経営の経験を基とした知見に基づい

た助言を適宜受けている。 

さらに、学長をトップとする役員会において内部統制に関する取組を含む重要事項の審議を行っ

ており、学長が指名する各理事・執行役が担当領域における現場の意見を戦略会議での審議を経て

集約し、役員会に発議を行う体制も構築している。 
 
１１．役員等の状況 
（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 
役職 氏名 任期 経歴 

学長 田中 雄二郎 2023 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 9 月 30 日 

1991年 7月 東京医科歯科大学医学部助手 

2001年 4月 東京医科歯科大学医学部附属病院教授 

2008年 4月 東京医科歯科大学学長特別補佐 

2010年 4月 東京医科歯科大学医歯学融合教育支援センター長 

2010年 6月 東京医科歯科大学医学部附属病院副病院長 

2013年 4月 東京医科歯科大学副理事・医学部附属病院長 

2014年 4月 東京医科歯科大学理事・副学長 

2020年 4月 東京医科歯科大学長 

理事 

(医療担当) 

内田 信一 2024 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 9 月 30 日 

1989年 4月 武蔵野赤十字病院 採用 

1997年 8月 東京医科歯科大学助手 

2014年 8月 東京医科歯科大学教授 

2016年 4月 東京医科歯科大学医学部附属病院副病院長 

2017年 4月 東京医科歯科大学副理事 

2017年 4月 東京医科歯科大学学長特別補佐 

2020年 4月 東京医科歯科大学医学部附属病院長 

2023年 4月 東京医科歯科大学統合診療機構長 

2023年 4月 東京医科歯科大学理事・副学長 
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理事 

(研究・改

革担当) 

古川 哲史 2024 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 9 月 30 日 

1983年12月 総合病院土浦協同病院内科勤務 採用 

1989年 3月 米国フロリダ州マイアミ大学医学部内科研究員 

1993年 4月 東京医科歯科大学難治疾患研究所助手 

1999年 4月 秋田大学 助教授 （出向） 

2003年 4月 東京医科歯科大学教授難治疾患研究所教授 

2020年 4月 東京医科歯科大学副学長 

2021年 4月 東京医科歯科大学理事 

2021年 4月 東京医科歯科大学統合研究機構長 

2021年 4月 東京医科歯科大学統合改革機構副機構長 

2021年 4月 東京医科歯科大学高等研究院長 

2021年 4月 東京医科歯科大学 

リサーチ・ユニバーシティ推進機構副機構長 

理事 

(教育担当) 

若林 則幸 2024 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 9 月 30 日 

2009年 4月 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科准教授 

2013年 8月 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科教授 

2016年 2月 東京医科歯科大学学長特別補佐 

2017年 4月 東京医科歯科大学筆頭副理事・歯学部附属病院

長・統合診療機構副機構長 

2020年 4月 東京医科歯科大学理事・副学長・統合教育機構

長・統合国際機構長・歯学部附属病院改革推進室  

参与 

理事・CFO 

(財務・資

産活用担

当) 

廣川 和憲 2024 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 9 月 30 日 

1975年 4月 第一製薬株式会社 

2018年11月 東京医科歯科大学特任教授 

2019年 7月 東京医科歯科大学 

統括クリエイティブ・マネージャー兼特任教授 

2021年 4月 東京医科歯科大学副理事・副学長 

2022年 4月 東京医科歯科大学理事・CFO 

理事 

(産官学連

携・教員人

事担当) 

東條 有伸 2024 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 9 月 30 日 

1982年 7月 横浜赤十字病院内科医師 

1987年10月 日本学術振興会がん特別研究員 

1988年10月 東京大学 助手 

2002年 4月 東京大学 助教授 

2005年 2月 東京大学 教授 

2021年 4月 東京医科歯科大学特任教授 

2021年 4月 東京医科歯科大学副理事・副学長・統合イノベーシ

ョン推進機構長・オープンイノベーション機構長 

2022年 4月 東京医科歯科大学理事 

理事 

(事務総

山田 素子 2024 年 4 月 1 日 

～ 

2011年 4月 文部科学省大臣官房政策課課長補佐 

2013年 7月 国立教育政策研究所研究企画開発部総括研究官 
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括・男女共

同参画・障

害者雇用担

当) 

2024 年 9 月 30 日 2016年 4月 文部科学省大臣官房国際課専門官 

2016年 8月 文化庁長官官房政策課専門官 

2018年10月 文化庁企画調整課企画調整官（併）政策課企画官 

2019年 4月 文部科学省大臣官房会計課副長 

2020年 4月 文部科学省大臣官房会計課予算企画調整官 

2021年 7月 文化庁参事官 

2023年 9月 東京医科歯科大学理事・副学長・事務局長 

理事 

(大学統合

担当) 

高田 正雄 2024 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 9 月 30 日 

1996年 7月 ハーバード大学マサチューセッツ総合病院客員 

准教授 

1998年 8月 インペリアルカレッジ医学部上級講師 

2000年 8月 チェルシー＆ウェストミンスター病院名誉顧問 

医師 

2005年10月 インペリアルカレッジ医学部准教授 

2007年10月 インペリアルカレッジ医学部教授 

2009年10月 インペリアルカレッジ医学部主任教授 

2011年 1月 インペリアルカレッジ医学部Sir Ivan Magill  

麻酔教授 

2020年 4月 東京医科歯科大学理事（非常勤） 

理事 

(ガバナン

ス改革担

当) 

今戸 智惠 2024 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 9 月 30 日 

2003年 1月 森・濱田松本法律事務所 

2019年 1月 三浦法律事務所パートナー弁護士（現） 

2019年 7月 ワンビ株式会社社外監査役 

2019年11月 テルモ株式会社 審査・監督委員会委員（現） 

2020年 7月 全国保証株式会社社外取締役（現） 

2021年 1月 北里大学研究活動不正防止倫理委員会委員（現） 

2022年 6月 株式会社カナデン 社外取締役（現） 

2023年 1月 東京医科歯科大学理事（非常勤） 

監事 藤谷 茂樹 2020 年 9 月 1 日 

～ 

2024 年 9 月 30 日 

1981年 4月 野村證券株式会社 

1995年 7月 Nomura Holdings America, Inc. 

2002年 4月 野村ホールディングス株式会社財務部兼主計部 

2008年 4月 野村アセットマネジメント株式会社 執行役 

2008年 9月 野村ホールディングス株式会社 執行役員 

2013年 6月 野村不動産ホールディングス株式会社常勤監査役 

2015年 6月 野村不動産ホールディングス株式会社 

取締役（監査等委員） 

2020年 9月 東京医科歯科大学監事（常勤） 

監事 

(非常勤) 

岸上 恵子 2020 年 9 月 1 日 

～ 

2018年 9月 世界自然保護基金ジャパン理事（現） 

2019年 6月 株式会社オカムラ社外監査役（現） 
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（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 
  監査法人は有限責任監査法人トーマツであり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネッ

トワークに属する者に対する、当事業年度の当法人及び連結対象とした指定関連会社の監査証明業

務に基づく報酬 12 百万円（税抜）、非監査業務に基づく報酬はない。 
 
 
Ⅲ 財務諸表の概要 
１ ．国立大学法人等の長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 
（１） 貸借対照表（財政状態） 

①  貸借対照表の要約の経年比較（５年）            （単位：百万円） 

※令和 6 年度は令和 6 年 9 月 30 日現在の金額 

 
②  当事業年度の状況に関する分析                （単位：百万円） 

2024 年 9 月 30 日 2019年 8月 岸上恵子公認会計士事務所（現） 

2020年 6月 ソニー株式会社（現 ソニーグループ株式会社）

社外取締役（現） 

2020年 6月 住友精化株式会社社外監査役（現 社外取締役

（監査等委員））（現） 

2020年 9月 東京医科歯科大学監事（非常勤） 

2023年 3月 DIC株式会社社外監査役（現） 

区分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

資産合計 164,137 168,205 178,854 167,635 172,923 

負債合計 38,044 40,265 46,848 43,225 46,130 

純資産合計 126,093 127,940 132,006 124,410 126,793 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

 有形固定資産 

  土地 

  建物 

   減価償却累計額等 

構築物 

   減価償却累計額等 

  その他の有形固定資産 

   減価償却累計額等 

 その他の固定資産 

141,134 

137,897 

86,804 

93,059 △57,361 

743 △593 

42,842 △27,598 

3,237 

固定負債 

 大学改革支援・学位授与機構債務負担金 

 長期借入金等 

 引当金 

  退職給付引当金 

 その他の固定負債 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 その他の流動負債 

21,887 

945 

15,618 

1,729 

1,729 

3,594 

24,243 

－ 

24,243 

負債合計 46,130 

※ 2024 年 9 月 30 日時点 
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（資産合計） 
令和 6 年 9 月 30 日現在の資産合計は前年度比 5,287 百万円（3％）（以下、特に断らない限り

2023 年度通期と比較）増の 172,923 百万円となっている。 
主な増加要因としては、診療機器等の固定資産を取得したことにより工具器具備品が 3,589 百万

円（10％）増の 41,285 百万円となったこと、現金及び預金が 2,970 百万円（16％）増の 21,390 百

万円となったことが挙げられる。 
また、主な減少要因としては、建物が減価償却等により 1,085 百万円（3％）減の 35,698 百万円

となったことが挙げられる。 
 

（負債合計） 
令和 6 年 9 月 30 日現在の負債合計は 2,904 百万円（7％）増の 46,130 百万円となっている。 
主な増加要因としては、半期決算の影響で前受受託研究費が 2,186 百万円（99％）増の 4,399 百

万円となったことが挙げられる。 
また、主な減少要因としては、未払金が支払により 2,177 百万円（28％）減の 5,639 百万円にな

ったことと、最終事業年度の決算であるため、国立大学法人等会計基準に則り運営費交付金債務を

精算して臨時利益に計上したことが挙げられる。 
 
（純資産合計） 
令和 6 年 9 月 30 日現在の純資産合計は 2,383 百万円（2％）増の 126,793 百万円となっている。 

主な増加要因としては、当期未処分利益が 4,079 百万円計上したことが挙げられる。  
 
（２） 損益計算書（運営状況） 

①  損益計算書の要約の経年比較（５年）             （単位：百万円） 

※令和 6 年度は令和 6 年 9 月 30 日現在の金額 

 

流動資産 

 現金及び預金 

 未収附属病院収入 

  徴収不能引当金 

 医薬品及び診療材料 

 その他の流動資産 

 

31,789 

21,390 

9,021 △229 

741 

866 

純資産の部 金額 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金（繰越欠損金） 

75,591 

75,591 

5,275 

45,927 

 

純資産合計 126,793 

資産合計 172,923 負債純資産合計 172,923 

区分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度  

経常費用 60,367 65,635 68,072 73,670 37,487 

経常収益 65,446 68,325 69,332 71,889 35,459 

当期総損益 5,090 3,017 5,025 △4,026 4,079 
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② 当事業年度の状況に関する分析             （単位：百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（経常費用） 
令和 6 年 9 月 30 日現在の経常費用は 37,487 百万円となっている。主な経費は、診療経費 17,623

百万円、人件費 14,432 百万円となっている。 
 
（経常収益） 
令和 6 年 9 月 30 日現在の経常収益は 35,459 百万円となっている。主な収益は、附属病院収益

23,773 百万円、運営費交付金収益 6,362 百万円となっている。 
 

（当期総損益） 
上記経常損益の状況及び臨時利益として 5,115 百万円、目的積立金を使用したことによる目的積

立金取崩額 1,085 百万円を計上した結果、当期総利益は 4,079 百万円となっている。 
 
 
 

 金額 
経常費用（Ａ） 37,487 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  診療経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

36,717 

671 

1,544 

17,623 

418 

14,432 

2,030 

702 

67 

経常収益（Ｂ） 35,459 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 附属病院収益 

 その他の収益 

6,362 

880 

23,773 

4,444 

臨時損益（Ｃ） 5,022 

前中期目標期間繰越積立金取崩額（Ｄ） 317 

目的積立金取崩額（Ｅ） 768 

当期総利益（当期総損失）（ Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ ） 4,079 

※本事業年度は半期決算のため、年度比較による分析は行っておりません。 
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※本事業年度は半期決算のため、年度比較による分析は行っておりません。 

（３） キャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フローの状況） 
①  キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年）        （単位：百万円） 

  
 

②  当事業年度の状況に関する分析            （単位：百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（業務活動によるキャッシュ・フロー） 
令和 6 年 9 月 30 日現在の業務活動によるキャッシュ・フローは 7,116 百万円となっている。 
主な支出は、原材料、商品又はサービスの購入による支出 20,022 百万円、人件費支出 15,066 百

万円となっている。また、主な収入は、附属病院収入 23,277 百万円、運営費交付金収入 10,976 百

万円となっている。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
令和 6 年 9 月 30 日現在の投資活動によるキャッシュ・フローは△8,177 百万円となっている。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
令和 6 年 9 月 30 日現在の財務活動によるキャッシュ・フローは△969 百万円となっている。 

区分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

業務活動によるキャッシュ・フロー 11,976 8,677 6,380 3,051 7,116 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,583 △4,953 △2,005 △15,926 △8,177 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,822 △793 1,924 1,368 △969 

資金期末残高 20,698 23,629 29,928 18,420 16,390 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 7,116 

 原材料、商品又はサービスの購入による支出 

人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 附属病院収入 

 その他の業務収入 

△20,022 △15,066 △587 

10,976 

812 

23,277 

7,725 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △8,177 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △969 

Ⅳ資金増加額（又は減少額）（D＝A＋B＋C） △2,030 

Ⅴ資金期首残高（E） 18,420 

Ⅵ資金期末残高（F＝D＋E） 16,390 

※令和 6 年度は令和 6 年 9 月 30 日現在の金額 
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（４） 主なセグメントの状況 
① 大学病院セグメント 
東京医科歯科大学病院（以下、「本院」）は、「世界最高水準のトータル・ヘルスケアを提供し、

人々の幸福に貢献する」を理念とし、新型コロナウイルス感染症対応においては、これまで、高度

な診療機能を有する最後の砦として、都内で最も多くの重症患者を受け入れるなど、率先して大学

病院としての使命を果たしてきた。 
新型コロナウイルス感染症対応の過程においては、コロナ専用病床を確保して、人的リソースを

コロナ診療に集中的に投下したことにより、通常診療は大きな制約を受け、病床稼働率は大きく低

下した。令和 5 年 4 月以降、コロナ専用病床を廃止するなど、平時の通常診療体制に移行し、90％
を目標に病床稼働率の回復に最注力で取り組んでいる。 
令和 6 年度においては、医薬品、医療材料、人件費、光熱費、業務委託費、施設整備に係る工事

代など、コストの高騰に歯止めがかからない中、これらの高騰が診療報酬には十分反映されず、病

院経営を取り巻く環境は大変厳しいものとなっている。また、前年度に引き続き改善に最注力で取

り組んでいる病床稼働率は、目標とする 90％に近付きつつあるが、あと一歩のところで定着化ま

では至っていない。 
 

大学病院セグメントにおける収支の状況 
（令和 6 年 4 月 1 日～令和 6 年 9 月 30 日） 

  （単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務活動による収支の状況（A） 2,117 

 人件費支出 

 その他の業務活動による支出 

 運営費交付金収入 

  附属病院運営費交付金 

  基幹運営費交付金（基幹経費） 

  基幹運営費交付金（ミッション実現加速化経費） 

  特殊要因運営費交付金 

  その他の運営費交付金 

 附属病院収入 

 補助金等収入 

 その他の業務活動による収入 

△8,548 △15,468 

2,076 

－ 

2,026 

8 

42 

－ 

23,773 

139 

146 

Ⅱ投資活動による収支の状況（B） △1,847 

 診療機器等の取得による支出 

 病棟等の取得による支出 

 無形固定資産の取得による支出 

 施設費による収入 

△1,051 △828 

－ 
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